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取組の経緯

決意
都道府県の関わり方として「個別避難計画は市町村に任せておけばいい。法律にそう書いてあ
る。」との認識は間違っている。広域自治体として、大まかな方向性の検討や、県域の関係団
体等との総合調整、人材育成などに取り組むべき。市町村にとってたいへんな取組であるのだ
から大きな後押しが必要。

以下、県内関係者の印象的な言葉（意気込み・姿勢・熱意）
・市職員：防災はソフト対策とハード対策からなる。個別避難計画はさらに「ハートの対策」。

「こんなこと本当にできるの？もっと効率的な方法あるのでは？」と言われること
もあるが信念をもってやり抜く。同志を増やす。

・当事者：計画作成を通じて自分の存在を地域に知ってもらえた。新たな繋がりが予感できた。
・当事者家族：障害児者の家族は心の中にある社会・近隣地域への壁をぶち破れ。社会・地域

と繋がることが大切。

滋賀県は、これまでの災害における被害が高齢者や障害者等に集中していることに課題認識を
持ち、令和２年度に「防災と保健・福祉の連携モデル構築のための意見交換会」を設置。
防災と保健・福祉が連結した個別避難計画作成の推進に向けて、標準的な取組スキームである
「滋賀モデル」を構築し、令和３年度に県内モデル地域において「滋賀モデル」の検証を行う
こととした。



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【ポイント】
・滋賀県における全体方針の検討や情報共有のため、会議体・プラットフォームを設置。
・個別避難計画作成の標準的なスキームである「滋賀モデル」を県内モデル地域（大津市・高島市）で実証。
（医療的ケア児者の個別避難計画作成についてはこれまでから実施している保健所が関わる取組を継続。）

これまでの取組
方針検討（滋賀モデルの構築・検証とアップデート）
○防災と保健・福祉の連携モデル検討のための意見交換会（11/5、3/16）
目 的：滋賀モデルの検証・アップデート、モデル地域の進捗状況の共有、取組の課題・対策共有
参加者：学識者、社協、福祉専門職・事業者団体、保健所・市町・滋賀県（防災・保健・福祉部局）等

○滋賀モデル関係者間ミーティング（4/14、5/14、6/4、6/25、10/1、10/29、2/2、3/1）
参加者：同志社大学 立木教授・辻岡助教、県内モデル地域・県関係課の担当者、県社協、福祉専門職団体

関係機関とのネットワーク構築
〇既存のネットワークを活用し、個別避難計画に関する情報共有プラットフォームを構築
滋賀県災害時要配慮者支援ネットワーク会議（当事者団体、福祉・保健・医療団体、行政機関など）での情報交換

〇庁内関係課を通じて関係機関と連絡・調整・連携
庁内関係課が連結した上で、関係機関（ケアマネ協、相談支援協、訪問看護ST、社協、民児協など）へ協力要請・取組での連携を実施

人材育成
〇保健・福祉専門職を対象とした防災力向上研修（2021/6/8、2021/6/9）
目的：ケアマネージャーや相談支援専門員等を対象として、防災知識の習得、当事者力アセスメント・地域調整会議などの演習

取組の必要条件

関係者が自らの領域（所管業務、普段のネットワーク等）を越境して、互いに連結した取組を行うこと。
↑この必要条件が未達成だと、取組がなかなか前に進まないことがこの１年間で明らかになった。



令和３年度末時点での課題
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主な課題と今後の方向性

①県内市町へ取組（滋賀モデル）の横展開
令和３年度に県内モデル地域で検証した「滋賀モデル」の取組を横展開する必要がある。
⇒意見交換会等で県内外の事例を共有し、それらの課題・対策を踏まえ、「滋賀モデル」について、
継続的な更新を行う。

②計画作成の優先度付け
令和３年度に「滋賀モデル」を検証する中で、モデル地域により優先度付けの事例が生まれたが、
モデル地域において、引き続いてより効果的・効率的な手法を検討されている。検討状況や新たな
手法について県内市町に共有していく必要がある。
⇒意見交換会や情報共有プラットフォームを通じて先進事例を共有していく。

③福祉専門職の参画に向けた人材育成
県域の福祉事業者団体や職能団体の協力は得られているが、個人単位や事業所単位まで全県で理解
が得られているとは言い難い。引き続き、キーパーソンである福祉専門職の理解促進を図る。
⇒福祉専門職の知識・ノウハウ習得を支援（恒常的な研修開催、大学と連携したe-learning学習）

④福祉避難所など避難先の確保
個別避難計画作成にあたり、並行して避難先の確保を行う必要がある。特に福祉避難所については、
制度見直しがあり、県内市町でも福祉避難所への直接避難に関する検討が行われている。その中で、
運営人員、資機材、費用負担がボトルネックとなっており、災害救助法が適用されない規模の災害
や、おそれ段階での避難について費用負担の考え方が整理されていない。
⇒意見交換会や情報共有プラットフォームを通じて、県内外の先進事例を共有していく。



個別避難計画作成のプロセス
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